
　本連載はグローバル競争において「日本企業として

の強み」であり、他国企業には容易にまねできない「文

化」でもある、「みんなが成長する組織づくり」とい

う考え方をベースとして進めています。

　「ステージ２．海外拠点の現地化」では、前回、前々

回と、海外拠点の経営貢献に向け、現地の組織・人材

マネジメントを円滑に進めるための、グローバルマネ

ジメント監査について紹介しました。今回と次回は、

ローカルマネージャーの育成について紹介していきた

いと思います。

１　�ローカルマネージャーが確保できず�
海外撤退

　経済産業省の「第 44 回海外事業活動基本調査結果

概要　2013 年度実績」によると、2013 年度に海外

から撤退した現地法人数は全地域で 554 社あり、こ

のうち中国からは 205 社となっています（注１）。

　また、中小企業庁の「中小企業の海外事業再編事例

集」（2015 年６月）によると、現在、海外に進出（直

接投資）をしている中小企業の約３割が、撤退を経験

もしくは検討している、という衝撃的な数字もありま

す（注２）。撤退理由の内部要因としては「管理人材

の確保困難」などが、外部要因としては「賃金の上昇」

などが高い割合を占めており、ローカルマネージャー

の確保が課題となっているといえます（注３）。

　ここではまず、撤退国・地域のなかで最多となって

いる中国ビジネスを例に、人材活用・育成の変遷につ

いてみていきたいと思います（図表）。

　1980 年代は、中国へのアクセスを確保するという背

景から、展覧会への出展や駐在員事務所の開設、合弁

会社の設立などが行われました。1990 年代に入ると、

中国の位置づけは「生産・調達基地」となり、生産管

理など、日本人駐在員が求める品質基準をワーカーに

守らせる「タスク処理型」人材活用（指示どおり、間

違いなく仕事をしてもらう）が課題となっていました。

　その後、2001 年 12 月に中国が WTO に加盟する

と、巨大なポテンシャルを秘める現地市場において、

企画・販売・サポートなどを踏まえた「マーケット型」

人材活用（自社の理念や業務プロセスを踏まえたうえ

「世界で通用する日本型組織」をテーマに活
動。クライアントは、日本を代表する大手企
業を中心に多岐にわたる。政府関係機関の有
識者会議委員、大学院講師なども務める。グ
ローバル人事制度の設計のほか、マネジメン
ト研修を日本語、英語、中国語の３カ国語で
行い、参加者の出身国は20カ国以上に上る。
著書に『外国人社員の証言　日本の会社40
の弱点』（文藝春秋）。日本人駐在員、ローカ
ル社員向けのオンライン研修「グローバルマ
ネジメント基礎講座」を監修。
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ステージ２　海外拠点の現地化

ローカルマネージャーの育成（１）
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で、積極的な提案が期待される）が課題となり、マネ

ジメント経験の浅い現地の人材をいかに早期育成し、

管理職として登用していくかが課題となりました。

R&D センターや統括会社の設置、また中国の人口構

造の変化（生産年齢人口が被扶養人口よりも多く、豊

富な労働力で高度の経済成長が可能とされる人口ボー

ナスは 2010～2015 年に終了といわれています）を

踏まえると、今後は、より少ない人数でいかに高い生

産性を実現するかという、いわば組織マネジメントの

高度化が求められることになります。

　これらは中国における進出日系企業の活動と育成課

題の変化ですが、韓国・台湾・香港・シンガポール・

タイにおいても、同じ時期に人口ボーナスが終了すると

いわれています。また、アセアンでは 2015 年末に「AEC

（ASEAN Economic Community）」が成立すると、域

内総人口は５億 7,700 万人と、EU28 カ国の総人口

５億 820 万人より大きくなり、アジアでは中国に次

ぐ巨大市場となります。とくにタイでは、急成長して

いるカンボジア、ラオス、ミャンマーに陸続きでアク

セスできるため、これら周辺国でマネジメントのでき

るタイ人マネージャーの育成が急務となっています。

　先ほどの撤退理由に話を戻すと、今後もローカルマ

ネージャーの確保・育成ができない企業から脱落して

いくということが、容易に想定できるといえます。

２　�なぜ、日系企業で研修を受けた�
ローカルスタッフは辞めていくのか

　筆者は、ローカルマネージャーの確保・育成に関し

て、グローバル人事制度の設計をはじめ国内外での研

修で、25 カ国以上の方々に受講いただいています。

以下では、その経験に基づいた拙著『外国人社員の証

言　日本の会社 40 の弱点』（文春新書）で紹介した

40 事例のうちの１つを抜粋して紹介します。

◆

　日本企業の人材育成は完璧に制覇しましたので転
職します。（中国人・20代・男性・現地日系企業で勤務）
　大学院を卒業後、上海の日系金融機関に入社して３

年目です。私は昔から向上心が強く、常に成長をした

いという欲求があります。日系企業に就職したのも、

人材育成の制度が整っているという話を、大学の先生

から聞いたことがあるからです。

　実際に入社してみると、たしかに制度は素晴らしい

ものでした。まず新入社員向け研修では企業理念、ビ

ジネスマナーなどをきっちり学びました。入社２年目

にはロジカルシンキングやチームワーク研修も受講し

図表　中国進出日系企業の活動と育成課題の変化
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「生産・調達基地」

・生産・調達基地
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・巨大市場
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・駐在員（中国スペシャリスト）の派遣 ・�生産管理など、日本人駐在員が
求める品質基準をワーカーに守
らせる「タスク処理型」人材活
用中心（指示どおり、間違いな
く仕事をしてもらう）

・�現地市場において企画・販売・
サポートなどを踏まえた「マー
ケット型」人材活用中心（自社の
理念や業務プロセスを踏まえたう
えで、積極的な提案が期待される）

・管理職への早期育成
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ました。また、業務知識として必要なファイナンスに

ついても、外部研修を受講しました。

　さらに、日系企業ですので、やはり日本語がしゃべ

れると便利ということもあり、入社してからずっと日

本語を勉強しています。これは費用は会社もちで、外

部講師を週１回、就業時間外に会社に招き、みんなで

学ぶ形態です。

　先月、私は、入社前からひそかにねらっていた、本

社での１週間のリーダー研修のメンバーに抜擢され、

東京に行ってきました。新入社員研修、チームワーク、

専門知識、日本語、そして日本でのリーダー研修と、

入社３年間で私は日本企業の人材育成を完璧にマス

ターしたのです。これで人材としての価値も上がった

と思いますので、これからいよいよ転職活動のスター

トです！

◆

　このケースは、中国の日系企業で働く方の話となっ

ていますが、ローカルスタッフの国籍を問わず、いま

だによく聞かれる話です。海外における日本企業の人

材育成は、かつては製造現場の品質管理が、そして近

年ではサービス業の接客ノウハウなどが、ある種の尊

敬と憧れ的なまなざしを受けてきたことはたしかであ

り、人材育成の重要性は明白です。しかしその方法論

については注意が必要です。

　本ケースのように、「人材育成＝研修」と思われて

いる方も多いのではないでしょうか。もちろん、研修

は知識の習得という点で必要不可欠です。研修の重要

性を十分踏まえたうえでの話ですが、人材育成の手法

としては「研修」以外に「OJT（On-the Job Training）」、

「目標設定・評価」、「異動」も含まれることを押さえ

ておく必要があります。

　この点は、連載第１回（１月号）の「人事担当者へ

の 10 の質問」のなかの「４．自社における『人材育成』

の定義ができていますか」や、第３回（３月号）の「日

本企業ならではの多様な人材育成手法と『グローバル

人材育成のための N 字型キャリア』」でも触れていま

すが、大切な点なので再度触れておきます。

　「OJT」とは「上司が部下の職務に必要な能力（知識・

技能および態度）の向上・改善を目的として、仕事を

通じて行う計画的、合目的的、継続的、かつ組織的な

教育活動」と定義することができます（注４）。「目標

設定・評価」は業績管理だけでなく、設定期間内にお

ける成長目標を共有する手法でもあります。

　そして、「異動」には職務や役割に人材を配置する

というマッチング目的以外に、人材としての価値を高

めていくというキャリア開発目的もあるのです。この

ように長期の時間軸をベースとした多様な人材育成の

手法については自明のことと思わずに、再三伝えてお

くことが大切です。

　はたして上記のケースは「日本企業における長期の

時間軸を踏まえた多様な人材育成の手法」を理解して

いないローカルスタッフが責めを負うべき問題なので

しょうか。筆者は必ずしもそうとは思いません。

　このようなケースでは、採用選考を進む過程（説明

会や面接）で、ローカル社員（この時点では候補者）

から「私は成長志向の強い人間です。貴社で私はどの

ように成長できるでしょうか」というような趣旨の質

問があったと思います（余談ですが、海外では面接時

にこのような自己 PR をするのは、自分を高く売るた

めに当然と考えられています）。

　その際、採用担当者――その多くは人事のプロとい

うよりは、日本ではもともと営業や生産系の担当をし

ており、海外赴任後、必要に迫られ、「徒手空拳」で採

用に携わっている方々――は、「当社には長期の時間

軸で多様な育成手法がある」といわずに、なぜか「当

社には『研修プログラム』がそろっているのでご安心

を」というようなことをいってしまっているのです。

　このように採用という入口の段階で、候補者も採用

側も「人材育成＝研修」という誤解を共有したうえで、

その後の採用・配置・育成・定着という人材フローが

進んでしまうのですから、ローカル社員からすれば、

「自分はとくに筋違いなことは言っていない」という

自己認識となってしまうわけです。

　また、ここで「研修プログラムがあるので大丈夫」

といってしまった駐在員に関しても、筆者は個人の資

質とは思いません。彼らの多くは、そもそも人事的な

観点から体系化された知識をインプットされないまま

赴任してきているのです。

　このような「誤解の地雷」がそこかしこに埋め込ま

れているからこそ、前回・前々回と紹介してきたよう
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なグローバルマネジメント監査テーマ（人材確保、雇

用形態、就業規則、基幹人事制度、選抜、育成、キャ

リアパス、離職、マネジメント、ハラスメント、労働

組合関連、リスク対応、本社・拠点間コミュニケーショ

ンなど、海外拠点経営における組織・人材マネジメン

トの注意ポイント）を体系的に把握しておく必要があ

るわけです。

３　�なぜ、ローカルスタッフは�
異動を嫌がるのか

　ここまでは、日系企業における多様な人材育成手法

と、その１つである異動について解説しました。異動

を嫌がるローカルスタッフは多く、むしろそちらのほ

うが一般的ともいえます。よくいわれるのが、ローカ

ルスタッフの専門志向マインドですが、理由はそれだ

けではありません。

　職務等級制度が一般的な海外では、日本における総

合職とは異なり、特定の職務・ポジションをベースと

した有期雇用（ジョブ型雇用）となることが一般的で

す。職務等級制度は職務と給与が連動しているので、

海外の社員にもわかりやすいというメリットがある一

方、そもそも職務が固定化し異動をさせづらいという

デメリットもあるのです。

　ローカルスタッフが異動を避けたがるのは、専門志

向のマインドに加え、海外の人事制度では、職務の固

定化（したがって昇進・昇給のためには転職が普通）

を促すという組織構造によって（または人事制度を通

じて会社が本人にそのようなメッセージを送ってし

まっていることによって）、行動を規定している面も多

分にあることは理解しておいたほうがよいと思います。

　筆者が体験した身近な例でいうと、某大手企業のグ

ローバル人事制度設計のプロジェクトに携わった際、

海外拠点の幹部候補を全世界のプロジェクトにアサイ

ンできるように確保する、というものがありました。

しかし、対象者は拠点間異動が前提となるため、職務

等級的な設計はしませんでした。

＊

　今回は、ローカルマネージャーの確保・育成が事業

展開に直結していることと、日本企業における多様な

人材育成の手法と異動について紹介しました。ローカ

ルスタッフは「人材育成＝研修」と狭い意味で認識し

ている傾向が強く、さらには「外部研修の機会＝キャ

リア形成」という理解になってしまっているケースもみ

られます（今回のケースのような、研修受講後に離職、

などはまさにこのパターンです）。日本企業には、長期

志向の発想をベースとした多様な人材育成手法がある

ことを、繰り返し説明していくことが求められるのです。

　そして何よりも、ローカル社員や採用担当者など「個

人の資質」に過度な責任を負わせずに、人事制度など

組織構造として、スタッフにどのような行動を望むの

かを踏まえて対応をしていく必要があります。そのた

めには、日本型組織の特徴を踏まえたうえで、自社の

人事制度がどのようなメッセージを発信しているのか

を客観的に理解しておくことが大切です。

（注）
１．�経済産業省「第 44 回海外事業活動基本調査結果概要　平成

25（2013）年度実績」（平成 27 年５月公表）
２．�中小企業庁「中小企業の海外事業再編事例集」（平成 27 年６月）。

原出典は損保ジャパン日本興亜リスクマネジメント「中小企
業の海外展開の実態把握にかかるアンケート調査」（2013 年）

３．�中小企業庁「中小企業の海外事業再編事例集」（平成 27 年６月）。
原出典は日本政策金融公庫総合研究所「中小企業の海外撤退
の実態～中小企業の海外事業再編に関するアンケートから～」
（2014 年）

４．�桐村晋次（2008）『人事マン入門』（日本経済新聞出版社）
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